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はじめに

1.講習またはフィールドにおける問題点， 2.潜水

障害・怪我・死亡事故についての問題点， 3. 医療につ

いての問題点について述べる。「減圧症治療の問題点」

については，第38回日本高気圧環境医学会のシンポ

ジウム I）において討論され，日本高気圧環境医学会関

東地方会の特別講演z）後，同誌に総括論文3）が掲載さ

れている。よって，ここでは，減圧症治療の問題点に

ついてはあまり多くを触れない。講習またはフアンダイ

ブにおける問題点については，現場のガイドやインスト

ラクターからインタビューした内容を含めて紹介する。

1.講習またはフィールドにおける問題点

・インストラクターが引率しているダイビングで起こる

事故の増加

DANの調査によると，インストラクタ｝の83%が「危な

ぃ」と感じた体験をしており，インストラクターの潜水障

害・潜水事故に対するリスクマネージメントは必須であ

る。ダイビングリゾートに勤務するインストラクターでは，

19%が過去に事故の経験を持つ。インストラクターが

引率できる上限人数については20%以上のインストラク

ターが7名以上を可と回答しており，水中でのインスト

ラクターとダイパーの適切な距離については， 4%のイ

ンストラクターが「手が届く距離J,58%が「すぐ対応で

きる距離」， 32%が「見える範聞」と回答している。イン

ストラクターが，水中でのトラブル発生時に即座に対応

できる状況にあるのかが問題損されている。減圧症予

防の水面休息については， 2時間以内と回答したイン

ストラクターが85%であり，充分な水面休息時間を確保

していないケースが多いことが伺える。

－講習内容・インストラクターの指導方法

わが国には数十のダイビング指導団体があるが，そ
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れぞれ独自の基準で、ダイパー認定を行っている。それ

に伴って商業ベースでダイビング講習が行われ， C

カード（認定証）が発行されがちといわれている。最近，

インストラクターも増産されており，ガイドやインストラク

ターの技量と知識不足が問題視されている。

現場のインストラクターからの意見として，ダイビング

の講習において習得する潜水物理や生理の知識と，ダ

イビングの実際，またはダイブテーブルやダイブコン

ビュータの使用目的などとの関連性について理解でき

ていないダイパーが多く，講習で得た知識が安全のた

めに生かされていないということが指摘されている。

「ダイビング、は泳げなくてもで、きますJ，「難しい講習

は一切ありません」「ダイビングは安全です」，「当ショッ

プは l度も事故を起こしたことがありません」などの

キャッチフレーズが，ダイパーのリスク認知を低下させ

ているのではないかとしミう指摘もある。

「ダイブテーブルが引けないj，「ダイブコンビュータ

の表示の意味がわからない」など，ダイビングに対する

安全管理について，自己管理できないダイパーも数多

く見かける。潜水計画の立て方や水中での判断能力

を養うための講習時聞が少ないことも関係しているの

ではないかともいわれている。ダイビングにおける潜在

的なリスクを考慮すると，事故を予防するための教育は

不可欠である。「泳がせない」，「知識についてほんとう

の意味を理解させようとしないJ，「自己管理を徹底させ

ない」というような講習では，事故を予防できず，非常

識なダイパーを増やしてしまうと指摘するダイビング関

係者もいる。現在のダイビング講習では，いずれのク

ラスにおいても，スキン装備やスクーパ装備で「泳くつと

いうことが少なくなってしまったO また，たとえば，水中

での呼吸については，レギュレータを使用したときの効

果的な方法を習うが，ファンダイビング、中など，運動量

が多いときでも，極端に大きくゆっくりとした呼吸をして

いることがあり，そのため換気量が少なくなり二酸化炭

素蓄積性頭痛を起こすケ｝スが少なくない。呼吸法ひ

とつをとっても正確な知識がダイパ｝に浸透していると

はいえない。

－潜水計画の立案について

潜水前のダイブテーブルによって立案された計画に

ついては，ダイビングに同行する全員が把握し，各自

が計画に基づいた行動をしなければいけない。しかし，

必ずしもそのようなダイビングが行われているとは限ら

ない。計画があいまい（適当）なことが多く，水中での

安全管理が充分行われていないケースが多いと指摘さ

れている。

・夕、イブ、コンピュータ使用の方法

ダイブコンビュータの普及が，結果的には減圧症発

症を増加させている印象がある。コンビュータが示す

無限圧潜水ギリギリまでのダイビングが行われている

ことが，減圧症発症率を押し上げているのではないか

と考える。初期講習の際に，ダイブテーフ守ルの存在意

義について正しく説明される必要があり，コンピュータ

の使用方法については，知識のある指導者が正しく講

習するべきである。

2.潜水障害・怪我・事故についての問題点

．中高齢夕、イパーの増加

レジャーダイパ一人口は2003年末で約1,250,000名で

あり，新規に毎年50,000～70,000名がCカード（認定証）

を取得している。このような中， 2000年以降，エント

リーレベルにおいて40歳以上の占める割合が約25%程

度にまで増加した。 1995年以前の総事故者数は60名

前後で、あったが，近年40名前後となった。また，死亡

者数は， 1995年以前は30名前後であったが，近年20

名前後で推移している（死亡者については過去も現在

も全事故者の約50%を占めている）。ただしダイビン

グを始める人口が減っていることを考慮すると，相対的

に死亡事故が減っているとはいえない。米国では，死

亡事故者数が減少傾向にあるが，事故者の年齢構成

は40歳以上が70%以上を占めているといわれている。

近年，わが国でも40歳以上の死亡事故者が増加して

おり，年齢構成は欧米型に近づきつつあるO 潜水障害

は，比較的，若年者に多く（表1），死亡事故は中高齢

者に多い傾向がある（表2）。中高齢者では，運動能

力の低下，ダイビングに影響する病気の保有など，医

学的にみて問題のあるケースが多数みられる。現在，
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表 1 潜水障害

男性 女性 合計

年齢 人数（名） 割合（%） 人数（名） 割合（%） 人数（名） 割合（%）

10歳未満

10～19歳 2 0.8% 3 1.9% 5 1.2% 

20～29歳 106 41.2% llO 71.0% 216 52.4% 

30～39歳 112 43.6% 35 22.6% 147 35.7% 

40～49歳 30 11.7% 4 2.6% 34 8.3% 

50～59歳 6 2.3% 3 1.9% 9 2.2% 

60～69歳 1 0.4% 1 0.2% 

70歳以上

合計 257 100.0% 155 100.0% 412 100.0% 

表2 潜水死亡

男性 女性 合計

年齢 人数（名） 割合（%） 人数（名） 割合（%） 人数（名） 割合（%）

10歳未満

10～19歳 1 1.0% 3 10.0% 4 3.0% 

20～29歳 26 25.5% ll 36.7% 37 28.0% 

30～39歳 24 23.5% 7 23.3% 31 23.5% 

40～49歳 24 23.5% 3 10.0% 27 20.5% 

50～59歳 21 20.6% 2 6.7% 23 17.4% 

60～69歳 6 5.9% 4 13.3% 10 7.6% 

70歳以上

合計 102 100.0% 30 100.0% 132 100.0% 

表3 潜水死亡の原因 （海上保安庁取り扱い症例：1994～1999)

原因 人数（名） 割合（%）

潜水の途中で1人になった

l人で潜水を開始した

レギュレーターから空気が来ない

流れ

パニック

器材の不調

高齢者のための安全管理については，特に基準が設

けられていない。高齢者も若者と同じ環境でダイビン

グ、を行っており，高齢者ダイパーが，安全にダイビング

ができるよう，何らかの基準を検討するべき時期がきて

いるのではないだろうか。

中高齢で、事故を起こしたダイパーは，いわゆるブラ

ンクダイパーが少なからず存在することも指摘されてい

る。いつの間にか自分が思っていたより体力が落ちて

いて，潮流に逆らって泳げないためにトラブルを招いた

という事故もある。たとえば「単独潜水はしないJ，「ダ

イビング前には器材のチェックをきちんとするJなどの基

本事項を厳守することで事故はかなり減らせるものと考

51 

41 

21 

18 

38.6% 

31.1% 

15.9% 

13.6% 

12 9.1% 

12 9.1% 

（山見：日本整形外科スポーツ医学会雑誌）

える（表3）。

－健康管理についての意識が少ない

健康管理については，ダイビングと関連する生活習

慣病対策が重要である。労働者には高気圧安全衛生

規則（高圧則）が適応され，ダイビングではインストラク

ターやプロのガイドダイパ｝が，これに該当する。高圧

則には，潜水禁止疾痛が示されており，特殊健康診断

を年2回（6ヵ月以内ごとに1回）受けることが規定さ

れている。しかし現実には，特殊健康診断を受けず，

禁止疾病があっても業務を続けているインストラクター

やガイドダイパーは多い。さまざまな疾病が，ダイビン

グでは身体に影響し潜水障害を起こす可能性があるこ
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表4 発症後1週間以内の受診

年月 減圧症（名）

2003 351 

2004 444 

2005 9月まで 299 

表5 減圧症の再発

年月 減圧症（名）

2003 351 

2004 444 

2005 9月まで 299 

との認識の低さがあるものと考える。服薬中のダイ

パーについても，そのリスクを認識しているダイパーは

少ない。中高齢ダイパーで、は，服薬者も多く，インスト

ラクターに申告せずにダイビング、を行っていることも多

いため，ダイパー自身の健康管理や事故予防に対する

意識の向上が求められる。

ダイビングを始める際，ショップで質問紙によるメテ守イ

カルチェックを受けるが，その際，偽って回答する参加

者（ダイパー）が多い。そのため，本来であれば，医師

によってリスクが高いかどうかを判断されるべき参加者

が，診察を受けることなくダイビングを開始している。

疾病を保有するダイバ｝のバディーにも二次的な事故

リスクがかかつてしまう。

ダイビング当日の体調管理についてもダイパー自身

が気をつける必要がある。都会のダイパ｝は，早朝に

自宅を出て，睡眠不足のままダイビングをすることが少

なくない。ダイビングをする当日の体調，終了後の体

調の変化について，ダイパ｝自身で自己管理するべき

であろう。

・潜水障害を起こしたときのインストラクターの対応

医療者で、ないダイパーにとって， 自分自身が減圧症

にかかっているか否かを判断することは難しいが，減

圧症らしき症状が出現したときは，速やかに医療施設

を受診するべきである。しかし現実には，医療施設へ

の受診が遅れるケースが多く，半数以上は1週間を過

ぎてから病院に来院される（表4）。症状が出現したと

き，すぐにインストラクタ｝や医師に相談しても，「安全

なダイビング‘であったから減圧症はありえない」と回答

発症後1週間以内の受診（名） 割合（%）

107 30.5 

135 30.4 

133 44.5 

再発（名） 割合（%）

40 11.4 

69 15.5 

50 16.7 

され，結果的に高気圧治療が遅れるケースも少なくな

い。減圧症後遺症を少なくするために，ダイパーが早

期に受診できるよう啓蒙されることが重要である。

－ダイパーの知識不足

一般ダイパーの知識の低さについて指摘するダイビ

ング関係者は多い。一般ダイパ｝の知識不足は，イン

ストラクターの知識不足から招かれたものとする意見さ

えある。たとえば，「副鼻腔（サイナス）スクイズとは何

か」，「水中で中耳腔リバースブロックを起こしたときの

危険性」，「外リンパ漏（内耳鼻窓損傷）などの内耳気

圧外傷」などについて知らないダイパーは多いようであ

る。

3.救急体制・医療についての問題点

・潜水障害を診ることのできる医師が少ない

減圧症か否かを判断できる医師が少ないという問題

については，未だ有効な解決策はない。減圧症の治

療ができる2種装置を保有する医療施設が少ないとい

う問題もある。減圧症に限らず一般的な潜水障害につ

いての知識を持ち合わせる医師も少なく，ダイパーに

とっては身体のことを気軽に相談できる環境が整ってい

ない。

－医師によって潜水適否の考え方が遣う

ダイビングを始める際に，ショップで「健康診断を受

ける必要あり」と判断された場合，参加者（ダイパー）は

最寄りの医師を受診する。日本語版RSTCのドクター

用ガイドラインには，疾病に応じたリスクが示されてい

るが，ガイドラインが充分，浸透していないため，未だ
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医師によって潜水適否の判断が違っている0

．減圧症の再発が多い

私どもの医療施設では，一昨年351名，昨年444名

の減圧症治療を行った。そのうち，減圧症の再発例が，

一昨年は40名 (11.4%），昨年69名 (15.5%）であった

（表5）。今後も減圧症の擢患者数は増加すると考えら

れ，再発者数も同時に増加すると推測する。

• AEDの普及

AEDの普及が社会的にも急速に進んで、いる。ダイ

ビングフィールドにおいても， AEDを取り込んだ心肺

蘇生法の訓練をさらに積極的に実施するべきと考える0

．減圧症治療における高気圧酸素治療の保険点数

減圧症の治療では，米国海軍のTable6が使用さ

れることが多い。 Table6の治療時間は約5時間と非

常に長いため治療を担当する医療者側の負担は大き

い。しかし，このような手厚い治療をしても， 1時間余り

の高気圧酸素治療と保険点数上，差がないという問題

がある。このような問題を解決しない限り，減圧症の治

療を行う施設は減少するばかりと考える。
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